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　１　序
　1992年のＥＣ統合を目前にして，ＥＣ諸国の会計制度は新たな局面を迎
えようとしている。そしてそれは，ＥＣ諸国の統一的財務諸表システムの
確立を示唆して1978年にＥＣ加盟各国に通知された，ＥＣ第４号指令と呼
応するものである。
　「プラン・コンタブル・ジェネラル」(Plan Comptable General一以下，プ
ラン・コンタブルと略称する1））といわれる標準会計制度のもとに，統一的展
開をみせるフランスの会計制度においても，このような動きはけっして例
外ではない。もとよりフランスでも，1957年に最初の改正が行われていた
プラン・コンタブルに対して，70年代に入るやいなや，国内の法的および
経済的変化等に対応すべく，改正作業が進んでいた。けれども，1973年に
ＥＣ第４号指令の草案が発表されてからは，その精神を吸収するような方
向で改正作業が展開されることになった。かくして，1982年４月に，改訂
プラン・コンタブルが発表されることになり，現在に至っているのである。
　しかしながら，その内容についてわれわれが気づくことは，フランスの
独自性である。すなわち，ＥＣ第４号指令の精神にのっとり，アングロ＝
サクソン系の会計思考とも融和する，国際的な統一的財務諸表システムの
中にも，いかにもフランス的であると思われるような，従来からのフラン
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ス会計の特質を含んでいるのである2）。このことは，世界に先がけて1673
年に，すべての商人に対して，開業時およびそれから２年目ごとに，一切
の動産・不動産・債権・債務の実地棚卸と財産目録の作成を義務づけた，
商業条令(Ordonnance de Commerce)を制定して，「私的利益(Tinteret
prive)のための会計のほかに，社会的利益O'interet public)のための会計を
発見3）」した，フランス会計の象徴的な一面であるようにさえ思える。そし
てその底流には，大革命以来，自由と平等を重んじ，発達した社会保障制
度やバカンスと呼ばれる長期有給休暇制度に代表される，法的，経済的，
そして社会的背景のもとに，一般にいわれるように，全体的および統一的
体系を重んじ，分析と演繹によって理論の構築を図る，デカルト的思考が
流れていると，われわれは考えるのである。したがって，フランス会計を
研究する時，そのょうなフランス特有の状況を理解することが不可欠に
なってくるのである。
　ところで，プラン・コンタブルは以下の３編より構成されている。
　第１編　一般規定・用語および勘定計画(Dispositions Generales,Termi-
　　nologie, Plan de Comptes)
　第２編　一般会計(Comptabilite Generale)
　第３編　分析会計(Comptabilite Analytique)
　このうち，第１編はわが国の企業会計原則における一般原則に相当する
一般規定と，用語説明および勘定計画の一覧からなり，第２編が財務会計
の領域であり，第３編はいわゆる原価会計および管理会計の領域である。
　ところで，従来のフランス会計の研究においては，一般会計の研究に主
眼が置かれ，分析会計に対する研究という面をあまりにも軽視しすぎてい
たのではないだろうか。フランス会計の制度的拠りどころであるプラン・
コンタブルが，一般会計と分析会計の２本の柱から成り立っていることか
ら考えると，分析会計の研究も非常に大きなウェートを占めるはずである。
　以上のような観点に立脚して，分析会計を通してフランス的思考の特質
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をさぐる一連の研究ノートの手始めとして，本稿でわれわれは，フランス
的特徴が表われる，人件費(couts de personnel)の会計処理の問題につい
て，1988年３月に発表された国家会計審議会(Conseil National de la
Comptabilite一以下, C. N. C.と略称する）のドキュメント第71号4）（以下，ド
キュメントと略称する）に基づいて，考察していくことにする。
　このドキュメントは，「一般会計と分析会計とにおいて同時に表われる
ような人件費を，両会計において同時に検証することを望む専門家の要求
を取扱ったもの5）」で，「すべての企業によって直接適用し得る唯一の方法
を提案することを対象としているのではなく，す部べての企業に対して適用
が困難であるような複雑な問題を，事業所の活動部門，規模，地理的分
散，構造，統合や多様性の度合にかかおりなく，可能であるかぎり，明確
にすることを対象としている6）」ものである。したがって，強制力を伴った
明確な基準を発表するというのではなく，問題提起をすることによって，
読者の批評を得ようとするものである。
　ドキュメントは３章から構成され，それぞれ「一般会計おょび分析会計
における報酬(remunerations) ,報酬に関する費用(charges sur remunera-
tions),従業員の報酬に関する費用率(taux de charge sur remunerations du
personnel)の取扱いを対象としている7）」。そしてそれぞれについて，報酬
総額(remuneration brute)と有給休暇(conges paves)の二つの面から，会計
処理問題について述べている。そこで，以下では上記の点を念頭に置きつ
つ，ドキュメントの構成に沿って，考察していくことにする。
　　1）C.N.C｡Plan Comt>table General（以下，注記ではp. C. G.と略称す
　　　る）。
　　　　プラン・コンタブルが統一会計制度として最初に発表されたのは，1942年
　　　であった。けれどもそれはドイツ占領軍により制定されたもので，その内容
　　　も現在のものとは明らかに異なっており，コンテンラーメンの模倣にすぎな
　　　かった。したがって非公式に発表されたものにすぎず，ほとんど実施されな
　　　いままであった。
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　　戦後，他国に先がけて，1947年に統一的会計制度として発表されたプラン
　　・コンタブルは，現在のプランにつながるものであり，イギリスに代表され
　る，慣習法を重んじるアングロ＝サクソン系の思考に対比される，全体的体
　系を重んじるフランコ＝ジャーマン系の思考の特徴を如実に表わしている。
　その後，1957年に第１回目の改正が行われ，既述のように1982年には第２回
　目の改正が行われて，現在に至っている。
　　ところで，われわれが研究にあたって直接用いたプラン・コンタブルは
　1986年修正版である。しかしながらそれは，一瞥したところ，第２編の一般
　会計の部の末尾に「計算書類の連結-その方法」(Consolidation des com-
　ptes; methodologie)という章が新たに加わっただけで，若干の語句の修正
　はあるものの，内容的にはほとんど1982年版と変わらないと考えられる。こ
　の事情を，プラン・コンタブルも以下のように説明している。
　　　「第１項　計算書類の連結に関する方法は現行の法令に添えられているの
　であるが，それは1982年４月27日の法令によって認められたプラン・コンタ
　ブルを承認し，完全なものとしている。
　　第２項　1982年４月27日の法令によって承認されたプラン・コンタブル
　は，現行の法令のもとで諸規定に応じて修正された。（以下略）」
　　（Ｃ.Ｎ.Ｃ。Plan C。mptable Geがｒ?,£jぷ。n 1986, p.IV.)
　　したがって，われわれも研究にあたって，1986年版プラン・コンタブルを
　1982年版プラン・コンタブルの再版と考えることにする。なお，以下の邦訳
　書をも参照した。中村宣一朗他訳『フランス会計原則』1984年・同文館。
２）ＥＣ第４号指令には，1973年にＥＣに新加盟したイギリスの主張が強く織
　り込まれている。したがって，それを反映したプラン・コンタブルにも当
　然，アングロ＝サクソン的会計思考がでている。しかしながら，例えば，
　1982年版になって初めて体系化された一般原則(Principes generaux)にも，
　会計に対する根本的な要請である目的原則には，ＥＣ第４号指令を反映した
　　「真実かつ公正な概観」(Image fidele)を置きながら，その目的原則を実質
　的に支えるものとして，従来からのフランス的思考である，「慎重性の規則」
　　(Regie de prudence),「正規性および誠実性の要請」(Obligations de
　regularite et de sincerite)を股定しているのである。なお，これについては
　以下を参考にした。斉藤昭雄著『フランス会計制度論』1988年・千倉書房，
　pp. 8～31．中村宣一朗・高尾裕二・伊豫田隆俊稿「フランス会計制度研究
　ノート（1）」『大阪大学経済学』34巻１号, pp. 22～31.
3）青木脩著『フランス会計学』1972年・財経詳報社, p. Go
　　衆知のように，フランスでは，わが国やアメリカのような証券取引法のも
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　　　とでの会計制度が発達しておらず，商事法典（Code de Commerce）のもと
　　　での会計制度が貫かれている。したがって，その会計観も，債権者保護の立
　　　場での財産の状態を表示せんとするような，商法的な特徴を強く持っている
　　　のである。
　　4）C.N.C｡£)ocument N°71-Les Couts de Personnel fitat des Travau,z:
deは3e Section du Conseil National de ほC omptabilite, Mars 1988.
　　　　Ｃ.Ｎ.Ｃ.によれば，このドキュメントは1985年２月に行われたＣ.Ｎ.Ｃ.の
　　　全体会議(formation pleniere)において，主として分析会計に関する諸問題
　　　についての研究を取扱っている第３セクションが決定した計画(projets)の
　　　　１つの報告書である。そしてこの研究のうち，一般会計の側面が今後，第２
　　　　セクションヘ引き継がれ，研究されるであろうとしている。（Ｃ．Ｎ．Ｃ,，
　　　　Ｂｕlletin　Ｔｒｉｍｅｓtｒiel N° ６５一４ｅ tｒｉｍｅｓtｒｅ， 1985, p. 9.）
　　5) 　　Ｃ．　Ｎ．　Ｃ・，Ｄｏｃｕｍｅｎｔ　Ｉｖ゜７１，　ｐ．４．
　　　　Ｃ.Ｎ.Ｃ.は人件費の構成要素を以下の２つの要素に分解している。
　　　　（I）一般会計におけるものとして存在する人件費
　　　　(n)統計的あるいは分析的取扱いを使用する人件費
　　　　したがって，Ｃ.Ｎ.Ｃ.は人件費の会計処理問題を，一般会計と分析会計の
　　　両面から同時に検証しようとしたのである。
　　　　ところで，人件費の会計処理問題には，社会保障関連費の問題が含まれる
　　　が，このﾄﾞ｀キュメンドでは一部言及している個所もあるが，主として対象外
　　　となっている。
　　6) Ibid｡
　　7) Information, Les etudes des organismes de normalisation comptableバＣ.
　　　Ｎ. Ｃ,:rapport sur les couts de personnel traitement en　comptabilite
　　　generale et en comptabilite analytiquｅ> Ｒｅｖｕｅ Ｆｒａｎｃ　aiｓｅ ｄｅ Ｃｏｍｐtabilitｅ，
　　　Juillet-Aoi:it 1988, N° 192, p. 8.
　2　報酬
　　Ａ　報酬総額
　報酬総額についてドキュメントは，初めに一般会計の立場から，以下の
ように定義している。すなわち，「支払明細表(bulletin de paie)という角度
からみると，報酬総額は労働ポストに対応する報酬全体であり，そこには
有給休暇，研修期間，祝祭日，その他の休日を含み，そして同様に解雇。
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配置転換(restructuration),社会保障負担金による控除において支給された
報酬の部分を含む1）」というものである。このことは，報酬が単に毎月一定
額支払われている給与を意味するのではなく，企業によって労働者のため
になされた，諸手当等を含む支出全体を意味するものである。
　さて，この場合問題になってくるのは，現物給与(les advantages en
nature)についてである。これについてドキュメントは，（現物給与は報酬
総額の要素を構成する2）」としているものの，その記帳については，（プラ
ン・コンタブルは現物給与の記帳の実際の様式を明白に備えてはいない
3）」と述べている。そして，現物給与の記帳については，様々な業種別プラ
ン(Plans professionnels)が以下のような記帳法を示しているとしている。
　　　（借方）64　人　件　費　　　　　　　　　　　　　　××
　　　　　（貸方）72　自家製造物　　　　　　　　　　　　　××
　これは，企業が自家製造によって獲得した資産を，報酬として従業員へ
支払う時の記帳法である。また，これとは別に第３セクションのメンバー
は，以下の記帳法をも考慮している。
　　　（借方）64　人　件　費　　　　　　　　　　　　　　××
　　　　　（貸方）79　振替費用4）　　　　　　　　　　　　　　××
　そして，この「振替費用」という勘定を通して，現物給与として支払わ
れた勘定へ振替えるのである。いずれにしても，この問題についてドキュ
メントは，（後にＣ.Ｎ.Ｃ.によって検証されるであろう5）」として，後者の
記帳法を新たに指摘するだけで，結論を今後に委ねている。　しかしなが
ら，一般会計については，可能である限り，単一の統一的制度の確立を志
す6）フランスの会計制度からして，今後，どちらかに統一されたうえで，プ
ランに加えられることになるはずである。その場合，現物給与であること
を明確にするためにも，「振替費用」という勘定を通すことによって，会計
処理において区別するほうが，より望ましいとわれわれには思える。いず
れにしても，今後の展開に注目したい。
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　一方，分析会計において，報酬総額の分析が行われる。例えば，報酬を
現金で支払った場合，一般会計では以下のように処理される。
　　　（借方) 641　従業員報酬　　　　　　　　　　　　　××
　　　　　（貸方）421　従　業　員一未払報酬7）　　　　　　××
　　　（借方）421　従　業　員一未払報酬　　　　　　　××
　　　　　（貸方）53　現　　　金　　　　　　　　　　　　　××
　そしてこの641「従業員報酬」勘定に把握された報酬は，「分析センター
　(centre d'analyse)あるいは（91勘定の下位勘定である一筆者注）一般会計上
の人件費の予備的再分類(reclassement prealabledes chargesde personnelde
la comptabilitegenerale)のセクションにおいて整理される8）」のである。そ
の会計処理はそれぞれ，以下のようになる。
　　　（借方）92　分析センター　　　　　　　　　　　　××
　　　　　（貸方）905　費用照合　　　　　　　　　　　　××
　　　（借方）914　一般会計上の人件費の予備的再分類9）　××
　　　　　（貸方）905　費用照合　　　　　　　　　　　　　××
　そしてここから，更に詳細な分析を行うのである。
　ところで，わが国における原価計算と同様に，通常，分析会計は１ヵ月
を単位に行われる。　したがって，諸手当を含む報酬が毎月，不規則に発生
するという点から，予定原価(couts pre-etablis)を用いた分析が必要にな
る。そして，諸手当のような不規則に発生する報酬総額の要素を，見越計
上(abonnement)することによって，期間配分(etalement)を行うことが，
重要になってくるのである。
　　Ｂ　有給休暇
　報酬の要素の中で，人件費の会計処理において大きなウェートを占める
のが，有給休暇である。バカンスという名で有名な有給休暇制度は，労働
者の権利を重んじるフランスでは既得権の一つである。これについては労
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働法典（Code du Travail)の223条で規定されている。その期間は，前年の６
月１日より当該年度の５月31日までを基準期間(Periode de reference)と
し，その間，同一の雇用主のもとで働いていた労働者に対して，年間トー
タルで30日間を超えない範囲で，各月毎に2.5日の割合で与えられるもの
である1o）。しかも，「万一中途で退職するなどして労働契約が解消するよう
な場合でも，労働者は，通常は，それまでの基準期間の経過に応じて補償
手当O'indemnite compensatrice)を受け取ることになる11）」のである。
　以上の有給休暇は，一般会計に記帳され，それはまた同時に，分析会計
に記帳されることになる12）。そしてそれは，他の報酬総額の要素と同様に，
　「分析センター」勘定あるいは「再分類」勘定を用いて，分析会計へ転記
されるのである。そして，企業の管理統制の要求に基づいて行われる予定
原価計算の立場から，次年度の報酬の予測が必要となってくる。そこで，
有給休暇を含めた見積りの報酬が，（様々な分析センター，セクション，労
働センターに振りわけられる13）」のである。
　さて，上述のようにして計算される有給休暇に対して，（多くの日に恒
久的あるいは継続的棚卸を行なう14）」ことが必要になってくる。このこと
は，有給休暇の日数計算のための基準期間と会計期間が，必ずしも合致す
るとは限らないからである。各月の末に労働者は，（月の10分の１あるい
は2.5就業日15）」の休暇をとる権利が生じる。　したがって，年間では30日，
つまり５週間の休暇をとる権利が生じるのである。　しかしながら，労働法
典223― 7条の規定により，通常はバカンスとしての夏季休暇は続けて４
週間しか取得され得ないために，（一般に12月31日の前にせよ後にせよ，
５番目の１週間の休暇の取得が残る16）」ことになるのである。以上の有給
休暇のメカニズムの具体例を，ドキュメントに示された例によって説明す
ると，以下のようになる17）。
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　　ｏ決算日は12月31日。
　　ｏ毎月2.5日の休暇をとる権利が生じる。
　　ｏクリスマスと元日の間に５番目の１週間の休暇取得（１期～２期の
　　　権利）。
　　ｏ８月に４週間の休暇取得（２期～３期の権利）。
　　ｏ翌２月に１週間の休暇取得（２期～３期の権利）。
　この例からも明らかなように，会計期間，基準期間，そして実際の休暇
の取得の間には，期間的ズレが生じている。　しかしながら，例えば３期８
月に労働者が取得した有給休暇に対する企業の支出，すなわち手当d'in-
demnite afferenteau conge)は，前年の６月１日より当年の５月31日までの
基準期間に毎月，一定の割合で発生しているのであり，会計の基本原則た
る，発生主義の原則により，この例では第２期と第３期に配分する必要が
生じるのである。つまり，期末に，当期の有給休暇に対する支出と来期に
予想される有給休暇に対する支出を，当期の費用と来期に費用になるもの
とに配分することが必要なのである。このことは期間損益計算の真実性を
確保する為にも，望ましい対応である18）といえる。わが国においても，従
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業員の賞与について，「賞与引当金」の計上による，同様の対応がみられ
る19）が，有給休暇の制度が発達していないわが国に比して，フランス会計
の大きな特色といえよう。
　さて，次に問題になるのは，有給休暇の評価（valorisation2o)）である。決算
期末に企業は，「前期末までに満期になり，まだ取得されていない有給休
暇」と，「当期の基準期間に労働者によって獲得された有給休暇」について
評価するのであるが，これについては以下のように定められている。
　Ａ　基準期間の給与支払総額の10分の１
　Ｂ　有給休暇をとる期間に，もし働いているとすれば受け取るであろう
　　報酬額21）
　そしてこれらの２つの方法のうちで，労働者にとって有利になる方法で
評価が行われることを，ドキュメントは示唆している。このことは第３セ
クションが，「計算書類の作成日と，有給休暇の実際の取得の予想され得
る日との間の従業員の報酬のおこり得る推移を考慮に入れることを強く勧
めているように思われる22）」のである。
　しかしながら，各月毎に分析会計において原価計算を行う時には無論の
こと，一般会計において期末に評価を行う際にも，有給休暇の評価には不
確定の要素が含まれることになる。したがって，会計情報の信頼性を高め
るために，恣意性を排除することに充分留意するべきであると，われわれ
は考えるのである。
　　Ｃ　勘定への把握
　以上のようにして測定された有給休暇を含む報酬は，雇用期間に結びつ
けて，勘定に把握されなければならない。これについてドキュメントは，
641「従業員報酬」勘定が，期末に以下の要素を含むとしている23）。
　田　通常の報酬総額
　　　　　　　　　　　　　－147（36）－
㈲　有給休暇
㈲　諸手当
　この場合，ドキュメントは641「従業員報酬」勘定の下位勘定である，
6412「有給休暇」勘定の使用を容認している。ここでＣ.Ｎ.Ｃ.は，次年度
の決算期末において，前年度の決算期末に計上した引当債務の戻入を行う
方法を支持し，次年度の期首に戻入を行う方法を，（第３セクションのメ
ンバーにはオペレーショナルな方法としか思えない24）」として，否定して
いることが注目される。これは次年度の期首に機械的に戻入を行うより
も，実際に決算期末に支出が確定されたうえで，戻入を行うほうが妥当で
あるとしたものである。
　　1）　Ｃ.Ｎ.Ｃ。０夕.cit.，p.6.
　　2）Ibid，
　　3）乃?｡
　　4）「振替費用」勘定は，斉藤教授によれば，通常は，①第三者負担の費用で
　　　ある場合，②繰延費用の繰延の場合，③別の費用勘定へ振り替える場合等
　　　に，費用勘定はそのままにしておいて，貸方に振替額を計上するために用い
　　　られる。　しかしながら，この場合は，発生し記帳された費用が，自家製造の
　　　固定資産勘定に振り替えられるという，例外的な勘定の使用であって，「振
　　　　　　　　　　　　　　－146（37）－
　　替費用」勘定を通して現物給与として従業員へ支払われた資産の勘定へ振り
　　替えられるのである。（斉藤昭雄，前掲書, pp. 66～68.)
　5）　C.N.C.,Cゆ｡?｡p. 6,
　6）慣習を重視し，いくつかの代替的方法を認めるわが国やアメリカ等の会計
　　制度と異なり，フランス会計では可能な限り，単一の方法による統一的制度
　　の確立を志向している。しかしながら，分析会計においては，企業内部目的
　　のために，諸基準の採択については企業の自由を尊重し，プラン・コンタブ
　　ルにおいてもいくつかの方法を表示するにとどめている。
　7）「一般に短期的になされ，専ら金融上のもの以外の取引に結びついた債権
　　と債務を記帳する」クラス４の対人勘定が，人件費の記帳においても相手勘
　　定として用いられる。これは人的理論（la theoriepersonnalistique)の形を
　　とって発達した会計の特徴が残っているのであって，フランスの会計の大き
　　な特色とされる。（C.N.C., p. C.G..p. IT.35.)
　　　また，この勘定は実際に従業員に対して報酬が未払になっているときにの
　　み用いられるのではなく，人件費の記帳の際に必ずこの勘定を通すことが要
　　求されている。
8）C.N.C｡Doc四z四£/V° 77, p. 6.
9）分析会計において，企業が必要に応じて設定する，91「一般会計上の費用
　　の予備的再分類」勘定の下位勘定である。ここでは「人件費」勘定が64コー
　　ドであることから914のコードをあてた。
10）　Ｃｏ一心Travail, 223-2.
　　　ドキュメントは更に，より好ましい規定をもつ団体協定や契約が存在する
　　場合は，それを重視しなければならないとしている。また，建築業や土木業
　　のような，特定の補償制度が存在するセクターの労働者の有給休暇について
　　は，ここでは対象外であるとしている。(C. N. C｡Cゆ｡冶。p. 8.)
11）斉藤昭雄著，前掲書，ｐ.156.
12）　Cf.C. N. C, Op｡冶｡p. 8.
13）Ihid,
14) Ibid｡，p.4.
15）Ibid., p. 9.
　　　ここで10分の１ヵ月という概念が急に表れるのであるが，われわれは何故
　　この概念が登場するのか，率直にいって理解できない。１ヵ月の就業日を25
　　日とすると，その10分の１は2.5日であり，後者の概念となんら変わらない
　　ことになってしまう。敢えて考えるならば，月単位で働く労働者を対象とす
　　る場合，あるいは，有給休暇手当が基準期間の給与支給総額の10分の１であ
　　　　　　　　　　　　　　－145（38）－
　　ることを考えているのかもしれないが，いずれにしろ，存在理由を持たない
　　ように思われる。 Ｃ．ローザンベールも有給休暇制度について以下のように
　　諭じている。
　　　「結局，すべての労働者は各年毎に30就業日（あるいは約５週間）の有給
　　休暇の権利を持っている。休暇は前年の６月１日より今年の５月31日までの
　　間の就業月当たり２．５日の割合で決定された。」(Claude Rosenberg,
　 Doctrines et Pratiques Comptahles Approfondies, Plan CoTTifctable 1982.
　　Entreprise Moderne D'edition 1984, ｐ. 109.)
16） C. N. C, Op. cit.,p. 9.
17）Ibid., pp. 9～10.
　　　フランスの企業はこの例のように，12月決算が最も一般的である。
18）「期間損益計算の真実性が成立しうる根拠を，なによりもまず『発生の原
　　則』に求めなければならない」。（谷端長著『動的会計論（増補版）』1968年・
　　森山書店，ｐ.148．）
19）「賞与引当金」は，将来の支出に対して発生が当期以前の事象に起因する
　　もので，企業会計原則によって認められた負債性引当金である。これは「退
　　職給与引当金」とともに労働協約等に基づいて計算される。　しかしながら，
　　このような法律上の債務たる条件付債務は，わが国の商法では引当金として
　　認められていない。何故ならば，それらは法律上の債務たる故から，当然，
　　負債として計上されるべきものであるからである。
20）　《valorisation)という語は本来，「価値の付与・増加」を意味するもので，
　　「評価」という語の仏訳は，《evalution》が適当ではあるが，ここでは「評
　　価」という訳語が最も適当であると思えるので，この訳語を用いた。
21）前者については，１年が52週であり，有給休暇が通常５週間であるため，
　　47週の10分の１ということで，ほぼ１ヵ月の平均報酬とみることができる。
22) Information, Revue Francaise de Comptahilite, O*｡ cit･,p. 9.
　　　これは商事法典の第14条－３の規定，「たとえ年度決算日と計算書類の作
　　成日との間におこったものであっても，当期あるいは前期中に生じた危険や
　　損失を考慮しなければならない」を尊重したものである。
23）C.N.C., OiJ cit.,pp.11~12.
　　　ここで「引当債務」という語が問題になる。これについて前述の有給休暇
　　の評価と関連して，斉藤教授は以下のように述べている。
　　　「実際には，基準期間の途中で給料の引上げがある可能性が大きいところ
　　から，（中略）次年度の有給休暇手当の計算には不確定要素が入り込む可能
　　性があることを意味する。したがって，キュルマンが指摘するように，『引当
　　　　　　　　　　　　　　－144（39）－
　　金』たる性格は皆無であるから今回の対応は間違いであると断定するのはど
　　うであろうか。ここでは，少なくとも『引き当てられた債務』という表現を
　　強く否定することはできないと思えるが，いかがなものであろうか」。（斉藤
　　昭雄著，前掲書, p. 157.
　　　また，Ｃ.Ｎ.Ｃ.の第２セクションは，「引当債務の評価を標準化することは
　　時宣を得たものではない」として，草案段階で発表された第３セクションの
　　定義を支持しなかった。（Ｃ. Ｎ. Ｃ･，　ＢｕlletｉｎＮ° ７０，ｐｒｅｍｉｅｒtｒｉｍｅｓtｒｅ.
　　1987, p. 7.）
　　　このように，「引当債務」という用語については，Ｃ.Ｎ.Ｃ.内部において
　　も，意見の対立がある。私見では，たとえ不確定要素が入るとしても，それ
　　は通常，金額的にもそれほど重大なものではないと考えられるので，「引当
　　金」とはしないまでも，既述のように恣意性を排除する方策を施した上で，
　　それに類する性格を付与してもよいのではないかと，消極的にではあるが考
　　えている。
24）Ｃ.Ｎ.Ｃ., ＤｏｃｕｍｅｎtＮ° ７１，ｐ, 12.
３　報酬に関する費用1)および費用率
　　Ａ　報酬総額に関する費用
　一般会計において報酬総額に関する費用は，以下の様々な勘定に記帳さ
れる2）。
　o 631報酬関係租税公課（徴税機関）
　o 633報酬関係租税公課（その他の機関）
　o 645社会保障等費用
　o 647その他の社会保障費
　o 648その他の人件費
　一方，分析会計においてこれらの費用は，社会保障関連の負担金や労災
年金のような法的(legales)費用，組合負担金のような慣習上あるいは契約
上の(conventionnellesou contractuelles)費用，そして社員食堂や無料診療所
のような奉仕的公共性の(benevoles)費用3）の３つに分けられる。
　これらの費用は分析会計においては，非常に大きな意味を持つ。何故な
　　　　　　　　　　　　　－143（40）－
らば，「繰入という見地から，一般会計において勘定に記帳された報酬に
関する費用を調査することが必要であり得る4）」ような費用があるからで
ある。すなわち，例えば，従業員のための無料診療所の建物の減価償却費
は，通常，68「減価償却費および関連」勘定に，他の減価償却費と共に計
上されている。　しかしながら，これを分析することによって，適正な額を
人件費に繰入れるのである5）。「これらの費用のいくつかの要素は，期間中
に不規則に支払われたり，費用に把握されたりするために，見越計上に
よって繰入れられる6）」ことになるのである。
　ところで，この対応は，わが国ではあまりみられない，フランス会計特
有のものである。これはフランス会計が，財産法の立場に立脚して成立し
ていることから起因するものである。損益法重視のわが国や英米式の会計
観からは，一見したところ，異質のものに映るかもしれないが，会計情報
の信頼性をより高めるためにも，非常に好ましい対応であり，むしろこの
点に関しては，高度に発達した制度であるとわれわれは考えるのである。
　　Ｂ　有給休暇に関する費用
　有給休暇に関する費用は，その性質により，以下のように記帳されるこ
とになる。
　ｏ社会的費用の場合
　　　（借方）6412　有給休暇　　　　　　　　　　　　　　　　　××
　　　　　（貸方）4382　社会機関一有給休暇に関する社会費用7）　××
　ｏ財務的費用の場合
　　　（借方）6412　有給休暇　　　　　　　　　　　　　　　　××
　　　　　（貸方）4482　社会機関一有給休暇に関する財務費用7）　××
　　　　　　　　　　　　　　－142（41）－
　この場合，ドキュメントは1582（有給休暇関連社会保障・租税費用引当
金8）」勘定の使用を，例外的にしか認めていない。これは，金融取引以外の
取引に結びつく債権・債務をクラス４の対人勘定で記帳するフランス会計
では，論理的にも，当然の帰結といえよう。
　一方，分析会計においては，予定原価を対象とする１期間の枠組の中
で，決算日に，有給休暇に関する社会的および財務的費用を，合理的に当
期と次期に繰入れるために，社会保障限度額等の要素を考慮しなければな
らないと，ドキュメントは述ぺている。
　　Ｃ　従業員の報酬に関する費用率
　費用率という概念は，本来，（一般会計の概念的枠組においてはあらわ
れない9）」ものであり，（人件費という概念と同じものであるlo）」とドキュメ
ントは述べている。この見地から，費用率は以下の比例式によって計算さ
　　　ｎ年の報酬総額に関する費用の総額
　　　　　　　　ｎ年の報酬総額
　この比例式は，一定期間12）の報酬とそれに関する費用との関係を表すも
のであり，有給休暇に関する費用率の計算についても，同様の比例式を用
いて計算されることになる。
　一方，分析会計においても，同様の比例式を用いて費用率が計算される
が，種々の費用率が計算され得る13）。費用率はそもそも分析会計の概念で
あって，企業の内部統制という立場から，様々な評価や分析のために用い
られ得る。そして一般会計において決定された費用率と分析会計において
決定された費用率とを比較することによって，様々な分析が可能になるの
である。
　さらにドキュメントは，分析会計における「報酬総額に適用する，１つ
あるいは２つ以上の費用率は，人件費を得るために，報酬総額に加えられ
　　　　　　　　　　　　　－141（42）－
る費用総額を与える14）」ものであるとして，予定原価計算における配賦に
も利用し得ることを示唆しているのである。
　　Ｄ　ドキュメントは第２節の終わりに，報酬に関する費用の勘定への把握につ
　　　いて述べているが，これについては前節の報酬の勘定への把握についての論
　　　述と全く同じであるので，本稿では重複を避けるために，割愛する。
　　2）　Ｃ.Ｎ.Ｃ･, op.cit.，p. 13.
　　3）これについてはドキュメントの付録Ⅲにおいて，詳細にまとめてある。
　　4）　Ｃ.Ｎ.Ｃ･, op. cit.,p. 13.
　　5）この問題は，損益計算の立場から，そして原価計算の立場からも，非常に
　　　重要になってくる。分析なしには人件費とならずに誤まって処理されてしま
　　　う（無料診療所の建物の例では，人件費とならずに減価償却費に含まれてし
　　　まう）可能性を含んでいるからである。したがって，この点からも，人件費
　　　が一般会計と分析会計の両者○側から，同時に検証される必要が明白になっ
　　　てくる。
　　6）　C. N. Ｃ.，0j）.cit.,p.13.
　　7）1986年版プラン・コンタブルにおいて，新たに股けられた勘定である。
　　8）1582勘定は，15「危険・費用引当金」(provisions pour risques et charges)
　　　勘定の下位勘定であり，後者についてはプラン・コンタブルの述語解説にお
　　　いて，以下のように説明されている。
　　　　　「生じた事象または進行中の事象がひき起こしうる危険および費用であっ
　　　て，その対象については全く明確であるけれども，その実現は確実でないと
　　　ころの危険および費用をカバーするために，諸勘定の締め切りに際して見積
　　　られる引当金。」（Ｃ.Ｎ.Ｃ。p. C. G., p. I. 13.）
　　　　これはわが国では，かつて，商法287条の２項の拡張解釈により成立して
　　　いた引当金で，現在，わが国で一般に認められている評価性引当金や負債性
　　　引当金とは実現が不確実であるという点で性格を異にしている。現在では，
　　　これについては，利益を留保して積立金を設定し，将来の損失に備える，偶
　　　発債務と解釈されている。したがって，これを引当金とする対応には，それ
　　　がフランス会計の特徴であるとはいえ，疑念を抱かざるを得ないと，われわ
　　　れは考えるのである。
　　　　しかし，1986年版プラン・コンタブルにおいて新たに，4382勘定と4482勘
　　　定が設けられ，そして今回，ドキュメントが1582勘定の使用を制限したこと
　　　は，Ｃ.Ｎ.Ｃ.も「危険・費用引当金」勘定を見直す方向にあるのではないか
　　　　　　　　　　　　　　　－140（43）－
　　　ということが，推測されるのである。
　　9）Ｃ. Ｎ,C, Doc征ｍｅｎtＮ°71, p. 16.
　　10）Ibid.
　　11）Jhid，
　　12）費用率は一般会計，分析会計の両面において，各月毎，３ヵ月毎，半年
　　　毎，あるいは各期間毎に決定され得る。したがって，特に分析会計において
　　　は，それらを比較するということが効果的になってくる。
　　13）様々な費用率が，ドキュメントの付録Ⅳにおいて詳述されている。一般会
　　　計においては，財務費用，社会費用，奉仕的公共性の費用に分類し，それら
　　　全体を出勤給与(salaire presence)とバカンスや祝祭日等の手当である欠勤
　　　給与(salaire absence)を合計した給与総額(salairebrute)で除した比率等
　　　が，分析会計においては，各分析セソター毎の給与総額で除した比率等の
　　　様々な費用率が存在する。これらの費用率の使用によって，より適正な会計
　　　情報が得られるのである。
　　14）　Ｃ.Ｎ.Ｃ.,（か｡池｡p.16.
　4　むすび
　一般ドイツ商法典を模倣した従来のわが国の商法では，いわゆる財産法
に立脚した，債権者保護の立場での会計観が主流をなしてきた。しかしな
がら，戦後，アメリカによってもたらされた証券取引法の要請，および，
昭和24年に公表された企業会計原則との関係から，昭和37年に商法も全面
的に改正され，損益法に立脚した会計観が中心となったのである。　した
がって，現在では，第一義的には，現在および潜在的，一般大衆株主の擁
護を目的とした，損益法による会計が制度化されているのである。
　一方，われわれが検討してきた人件費の会計処理問題にもその一端を垣
間見ることができるように，フランス会計制度は，債権者の保護を目的と
して財産法に立脚した，商事法典の影響を強く受けたものである。　した
がって，財産法による損益計算と，貸借対照表における財産の状態の表示
という特徴が貫ぬかれている。このことは，ＥＣ第４号指令の影響化のプ
ラン・コンタブルにおいても，固持してきたものであって，一見すると。
　　　　　　　　　　　　　　－139（44）－
制度として遅れているようにも思える。けれども，有給休暇の評価や報酬
に関する費用の分析等に代表されるように，むしろ非常に優れた面を持っ
ているようにもわれわれには思えるのである。もっとも，1967年に設立し
た証券取引委員会(Commission des Operationsde Bourse)の今後の発展によ
り，そのフランス会計制度への影響が注目されるところである。
　それとともに，本稿で検討したように，フランス会計制度は一般会計と
分析会計の２つの柱によって，統一的会計制度として成立しているのであ
る。　したがって，われわれとしては，原価会計および管理会計を対象とす
る分析会計に意識的に目を向けることによって，従来のわが国での研究の
間隙を少しでも埋めつつ，フランス的な会計観を更に分析し，われわれ自
身の会計観を顧みるよすがとしたいと考えている。
　　　　　　　　　　　　　－138（45）－
